
に対する備えを行うことがで

きた。

　各地区が行う防災訓練は、それぞれに内容を工夫し取り組まれているが、地区間の差が大きくなっているため、他地区

の状況を紹介するなど、自主防災会間の情報交換を進める必要がある。
課題

　補助金の活用状況にも差があることから、同様に情報交換を行う必要がある一方、補助利用が増加しているため、予算

の確保と併せ、申請内容の精査が求められている。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 自主防災訓練参加者数（人） 9,965 9,037 8,987 8,500 9,000
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 12,646 14,950 13,326 15,499 合計 13,325,990 円
報償費 461,300 円

財
　
源

特定財源 0 0 32 0 需用費 52,260 円
役務費 1,188 円

一般財源 12,646 14,950 13,294 15,499 委託料 699,092 円
使用料及び賃借料 44,950 円

職員人件費　② 11,

Ｄ

332 13,570 5

　

,015 0 工事請負費

　

367,200 円
負

　

担金、補助及び

総事業

Ｏ

費（①＋②） 23,9

　

78 28,520 18

　

,341 15,499

∧

交付金 11,700,

　

000 円

建
設
事
業

全

　

体事業費（単位：千円

実

） 0 ３０年度特定財源

　

名称

３０年度までの累

　

積事業費 0 南海トラフ

施

地震等対策事業費
補助

　

金

２年度以降の事業費

　

見込 0

∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

１

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 福祉安全

基本施

（

策 防災
施策体系

施策の

平

内容 防災意識の高揚

目

成

　
　
　
的

　自主防災会

３

が開催する防災訓練等

０

の活動を

主
た
る
内
容

○

年

自主防災会謝礼　23

度

地区
通して、市民の防

評

災意識の高揚を図り、

価

市域 ○講師等の派遣
の

）

防災力を強化する。 ○

刈

災害時に使用する井戸

谷

の水質検査
○自主防災

市

会活動支援のための補

事

助金
　補助率　防災施

務

設整備事業　　 4/

事

5
　　　　　防災資器

業

材整備事業　 4/5

評

　　　　　防災活動事

価

業　　　　 4/5

位

シ

置
づ
け

関連計画 刈谷市

ー

地域防災計画

根拠法令

ト

刈谷市自主防災事業補

（

助金交付要綱

対象者 市

様

民（自主防災会） 事業

式

期間 平成１６年度 ～

実

１

施方法 ■直営　■委託

）

　□指定管理　■補助

会

・助成　□その他

計名 担当部 生活安全

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

部

８年度実績 ２９年度実

一

績 ３０年度実績 ３１年

般

度計画

・自主防災事業

会

補助金 ・自主防災事業

計

補助金 ・自主防災事業

地

補助金 ・自主防災事業

区

補助金
　　22地区　

防

 11,256,00

災

0円 　　23地区　 

対

12,357,000

策

円 　　23地区　 1

事

1,700,000円

業

　　23地区　 13

担

,000,000円
・

当

地区自主防災訓練 ・地

課

区自主防災訓練 ・地区

危

自主防災訓練 ・地区自

機

主防災訓練
　　23地

管

区　44回　9,96

理

5人 　　23地区　4

課

8回　9,037人 　

款

　23地区　54回　

項

8,987人 　　23

目

地区　46回　8,5

担

00人

　地域が独自に

当

立案する目的と計画に

係

対して補助を行うこと

防

により、資機材の整備

災

や防災活動の実施を通

係

して、防災意識

成果
の

9

高揚が図られ、個人や

1

地域が「自分のまちは

4

自分たちで守る」という気持ちを持ち、災害



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市民の防災に対す

平

る意識が高まっており

成

、自主防災会が
・法的

３

業務
高い

資機材や備蓄

１

品等を購入する際、自

年

分たちの地域では何が

度

必要性 ・市民ニーズ、

（

社会需要 必要であるか

平

、地域の特性などを見

成

極めながら購入計画を

３

・市民生活上必要であ

０

る　など 立てている。

年

　資機材等の均一な配

度

布ではなく、地域の特

評

性などの各自
・コスト

価

の節減、費用対効果
高

）

い
主防災会が必要とす

刈

るものに補助すること

谷

で、効率的な予
効率性

市

・執行体制の効率性 算

事

執行ができる。
・手段

務

の最適性　など

　第７

事

次刈谷市総合計画では

業

、防災体制の充実のた

評

め、地
・市が主体とな

価

って実施する
高い

域の

シ

防災活動に必要な防災

ー

施設、防災資器材の整

ト

備を支援
妥当性 　べき

（

事業であるか し、自主

様

防災組織の強化を図る

式

としており、本事業は

２

、こ
・総合計画との整

）

合性　など れを実現す

会

るものである。

　自主

計

防災会の活性化により

名

、市民の防災意識の高

担

揚と地

施策への ・施策

当

への貢献度
高い

域の防

部

災力の強化を図ると考

生

えている。
・目標達成

活

度 　また、災害の備え

安

を整えることにより、

全

災害発生時の被
貢献度

部

・市民サービスへの効

一

果　など 害の軽減につ

般

なげられる。

今後の方

会

向性 ■拡充　□現状維

計

持　□改善・効率化　

地

□縮小　□終期設定　

区

□休止・廃止

　自主防

防

災会活動補助金の利用

災

は年々増加しており、

対

さらに自治連合会勉強

策

会など、各地域の情報

事

交換も進む状況に
ある

業

ことから、今後も補助

担

の利用が増えることが

当

予想される。

課 危機管

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

理

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

課

価
　
∨

款 項 目 担当係 防災係

9 1 4



1

業費内訳

事業費　① 1

4

,166 1,899 1,944 0 合計 1,944,000 円
需用費 1,944,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 1,166 1,899 1,944 0

職員人件費　② 782 1,706 2,700 0

総事業費（①＋②） 1,948 3,605 4,644 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

１

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 福祉安全

（

基本施策 防災
施策体系

平

施策の内容 防災意識の

成

高揚

目
　
　
　
的

　既存

３

看板の老朽化に伴い、

０

避難施設ごとに

主
た
る

年

内
容

○既存避難所看板

度

の入替及び設置方法の

評

変更
対応可能な災害種

価

別を表示し、かつ外国

）

人等 ○新規避難所看板

刈

の設置
にも理解しやす

谷

い看板に順次更新する

市

ことに 　27年度　 

事

1避難所
より、災害時

務

の安全性を確保する。

事

　　　　 （災害対策

業

管理事業にて実施）
　

評

28年度　13避難所

価

　29年度　12避難

シ

所
　30年度　12避

ー

難所

位
置
づ
け

関連計画

ト

根拠法令

対象者 事業期

（

間 ～

実施方法 □直営　

様

■委託　□指定管理　

式

□補助・助成　□その

１

他

）

会計名 担当部 生

Ｂ
　
事
　
業
　
実

活

　
績

２８年度実績 ２９

安

年度実績 ３０年度実績

全

３１年度計画

・避難所

部

看板の更新 ・避難所看

一

板の更新 ・避難所看板

般

の更新 　
      

会

          

計

13避難所 　　　　　

避

　　　12避難所 　　

難

　　　　　　12避難

所

所 　
　
　
　　　―――

看

――――

　計画に沿っ

板

て、災害別の表記など

更

新たな基準に適合した

新

避難所看板に更新する

事

ことができた。

成果

課

業

題

指標名称（単位）
実

担

績値 目標値

２８年度 ２

当

９年度 ３０年度 ３１年

課

度 ３年度

活動 避難所看

危

板更新進捗率（％） 3

機

6.8 68.4 100

管

.0 ― ―
指標

指標

他市

理

との
比較検証

課

款 項 目 担当係 危

Ｃ
　
事

機

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

管

：千円
２８年度 ２９年

理

度 ３０年度 ３１年度 ３

係

０年度

（決算） （決算

9

） （決算） （予算） 事



4

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　各避難所へ

平

災害種別ごとの避難所

成

看板を設置することは

３

､
・法的業務

普通
日常

１

から地域住民や通行者

年

へ災害発生時の避難所

度

を周知啓
必要性 ・市民

（

ニーズ、社会需要 発し

平

、災害に対する防災意

成

識の向上を図るために

３

必要であ
・市民生活上

０

必要である　など る。

年

　看板の更新に伴い、

度

看板の設置位置を低く

評

することで、
・コスト

価

の節減、費用対効果
普

）

通
風雨の影響を受ける

刈

ことが少なくなり、破

谷

損による交換頻
効率性

市

・執行体制の効率性 度

事

を低くすることができ

務

る。
・手段の最適性　

事

など

　避難所は、市で

業

指定をしており、避難

評

所の適切な周知を
・市

価

が主体となって実施す

シ

る
普通

行う必要がある

ー

。
妥当性 　べき事業で

ト

あるか
・総合計画との

（

整合性　など

　避難所

様

看板の更新により、災

式

害種別ごとの避難所の

２

周知

施策への ・施策へ

）

の貢献度
普通

を図るこ

会

とができるため、災害

計

発生時に迅速、円滑な

名

避難
・目標達成度 行動

担

に結びつけることがで

当

きる。
貢献度 ・市民サ

部

ービスへの効果　など

生

今後の方向性 □拡充　

活

■現状維持　□改善・

安

効率化　□縮小　□終

全

期設定　□休止・廃止

部

　平成３０年度まで継

一

続して、避難所看板を

般

順次更新していく。

会計
避難

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

所

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

看

　
評
　
価
　
∨

板更新事業
担当課 危機管理課

款 項 目 担当係 危機管理係

9 1



0 0

職員人件費　② 1,954 1,706 1,929 0

総事業費（①＋②） 53,216 39,975 5,119 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

１

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 福祉安全

基本施

（

策 防災
施策体系

施策の

平

内容 防災体制の充実

目

成

　
　
　
的

　消防活動の

３

拠点である分団詰所を

０

整備する

主
た
る
内
容

〇

年

第16分団（築地地区

度

）
ことにより、消防団

評

活動の充実を図る。 　

価

新設に伴う旧詰所解体

）

工事
〇第18分団（今

刈

岡地区）
　詰所建設工

谷

事
　防災倉庫として活

市

用するための旧詰所改

事

修
　工事

位
置
づ
け

関連

務

計画

根拠法令

対象者 消

事

防団員 事業期間 ～

実施

業

方法 ■直営　□委託　

評

□指定管理　□補助・

価

助成　□その他

シート （様式１）

Ｂ

会

　
事
　
業
　
実
　
績

２８

計

年度実績 ２９年度実績

名

３０年度実績 ３１年度

担

計画

・詰所設計委託（

当

第16分団、 ・詰所建

部

設工事（第18分団)

生

・旧詰所改修工事（第

活

18分団)　
　第18

安

分団） ・旧詰所解体工

全

事（第16分団) 　
・

部

詰所建設工事（第16

一

分団） 　
・詰所敷地造

般

成工事（第18分 　
　

会

団） 　　　―――――

計

――

旧第１８分団の改

分

修工事を行い、防災倉

団

庫として活用できた。

詰

成果

課題

指標名称（単

所

位）
実績値 目標値

２８

整

年度 ２９年度 ３０年度

備

３１年度 ３年度

指標

指

事

標

他市との
比較検証

業
担当課 危機管理課

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

款

ト

単位：千円
２８年度

項

２９年度 ３０年度 ３１

目

年度 ３０年度

（決算）

担

（決算） （決算） （予

当

算） 事業費内訳

事業費

係

　① 51,262 38

防

,269 3,190 0

災

合計 3,190,32

係

0 円
工事請負費 3,

9

190,320 円

財

1

　
源

特定財源 0 0 0 0

2

一般財源 51,262 38,269 3,19



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　災害時に必要な備

平

蓄品を拡充するため、

成

収納スペースを
・法的

３

業務
普通

確保する必要

１

がある。
必要性 ・市民

年

ニーズ、社会需要
・市

度

民生活上必要である　

（

など

　不要となった施

平

設を再利用することで

成

、新築するよりも
・コ

３

ストの節減、費用対効

０

果
普通

コストを抑える

年

ことができた。
効率性

度

・執行体制の効率性
・

評

手段の最適性　など

　

価

市の所有する建物の改

）

修であるため、市で行

刈

う必要があ
・市が主体

谷

となって実施する
普通

市

る。
妥当性 　べき事業

事

であるか
・総合計画と

務

の整合性　など

　収納

事

スペースを確保できた

業

ことにより、備蓄品の

評

拡充に

施策への ・施策

価

への貢献度
普通

対応で

シ

きる。
・目標達成度

貢

ー

献度 ・市民サービスへ

ト

の効果　など

今後の方

（

向性 □拡充　□現状維

様

持　□改善・効率化　

式

□縮小　□終期設定　

２

■休止・廃止

当面、詰

）

所の建て替えの計画が

会

ないため、休止。

計名 担当

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

部

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

生

評
　
価
　
∨

活安全部

一般会計
分団詰所整備事業

担当課 危機管理課

款 項 目 担当係 防災係

9 1 2



4

台
比較検証 知立市　 2,059台

高浜市　   699台

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 8,985 11,450 11,630 4,702 合計 11,630,253 円
需用費 5,119,200 円

財
　
源

特定財源 564 1,030 694 200 役務費 333,720 円
委託料 2,000,160 円

一般財源 8,421 10,420 10,936 4,502 使用料及び賃借料
1,124,450 円

職員人件費　② 4,298 5,583 3,626 1,703 工事請負費 892,723 円
備品購入費 2,160,000 円

総事業費（①＋②） 13,283 17,033 15,256 6,405

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 消耗品売上収入

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

１

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 福祉安全

基

（

本施策 防災
施策体系

施

平

策の内容 防災体制の充

成

実

目
　
　
　
的

　地震や

３

豪雨等の災害発生時に

０

、市民が対策

主
た
る
内

年

容

○全国瞬時警報シス

度

テム（Ｊアラート）接

評

続
や避難を素早く行う

価

ことができるよう、緊

）

急 ○ＫＡＴＣＨ緊急地

刈

震速報サービス接続
情

谷

報をコミュニティＦＭ

市

等により瞬時に市民 〇

事

防災ラジオ販売
に伝達

務

する。

位
置
づ
け

関連計

事

画

根拠法令

対象者 市民

業

事業期間 平成２３年度

評

～ 平成３０年度

実施方

価

法 ■直営　□委託　□

シ

指定管理　□補助・助

ー

成　□その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　

名

事
　
業
　
実
　
績

２８年

担

度実績 ２９年度実績 ３

当

０年度実績 ３１年度計

部

画

・防災ラジオ販売　

生

　 282台 ・公共施

活

設へのＪアラート接 ・

安

公共施設へのＪアラー

全

ト接 ・防災ラジオ販売

部

　　       　

一

続　　　　　　　　 

般

4施設 　続　　　　　

会

　　　 2施設
・公共

計

施設へのＫＡＴＣＨ緊

防

・公共施設へのＫＡＴ

災

ＣＨ緊
　急地震速報サ

情

ービス接続 　急地震速

報

報サービス接続
　　　

発

　　　　　　 　7施

信

設 　　　　　　　　　

事

 　2施設
・防災ラジ

業

オ販売　   515

担

台 ・Ｊアラート新型受

当

信機購入
　　　　　　

課

・防災ラジオ販売　　

危

 347台

　防災ラジ

機

オを世帯等（347台

管

）に販売することがで

理

きた。

成果

　市民への

課

防災ラジオの普及を、

款

より推進していく必要

項

がある。

課題

指標名称

目

（単位）
実績値 目標値

担

２８年度 ２９年度 ３０

当

年度 ３１年度 ３年度

成

係

果 防災ラジオ普及台数

危

累計（台） 4,138

機

4,653 5,000

管

5,500 6,500

理

指標

指標
防災ラジオの

係

販売台数（30年度末

9

までの累計）
他市との

1

安城市　12,200



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　防災ラジオの

平

普及は、災害発生時の

成

緊急情報をすみやか
・

３

法的業務
高い

に市民に

１

伝達するための施策で

年

ある。また、防災ガイ

度

ドの
必要性 ・市民ニー

（

ズ、社会需要 作成は、

平

家庭で日常的に取り組

成

むことのできる災害対

３

策を
・市民生活上必要

０

である　など 啓発し、

年

市民の防災意識の向上

度

を図る施策である。

　

評

防災ラジオは、屋外放

価

送施設等と比べて、風

）

雨による音
・コストの

刈

節減、費用対効果
高い

谷

声伝達範囲の影響を受

市

けにくい。また、設置

事

工事の必要が
効率性 ・

務

執行体制の効率性 ない

事

ことから、低コストで

業

取り組むことのできる

評

施策であ
・手段の最適

価

性　など る。

　災害発

シ

生時の緊急情報は、市

ー

が市民にすみやかに伝

ト

達し
・市が主体となっ

（

て実施する
高い

なけれ

様

ばならない情報であり

式

、第7次刈谷市総合計

２

画に定め
妥当性 　べき

）

事業であるか る、伝達

会

手段を整備し情報提供

計

体制を充実する施策で

名

ある
・総合計画との整

担

合性　など 。また、防

当

災ガイドは第7次刈谷

部

市総合計画に定める防

生

災意
識の高揚を図る施

活

策である。
　Ｊアラー

安

ト接続施設の増加や防

全

災ラジオの普及を進め

部

る

施策への ・施策への

一

貢献度
高い

ことにより

般

、市民に災害発生時の

会

緊急情報を伝達する情

計

報
・目標達成度 提供体

防

制を充実することがで

災

きる。
貢献度 ・市民サ

情

ービスへの効果　など

報

今後の方向性 □拡充　

発

■現状維持　□改善・

信

効率化　□縮小　□終

事

期設定　□休止・廃止

業

　防災ラジオの計画販

担

売数達成後の、故障等

当

への対応や転入者等の

課

新規希望者への対応を

危

検討する必要がある。

機

また、多様な手段によ

管

る情報発信を検討する

理

。

課

款 項

Ｃ
 
　
Ｈ

目

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

担

　
∧
　
評
　
価
　
∨

当係 危機管理係

9 1 4



338 0 852 934

職員人件費　② 1,563 0 1,697 1,703

総事業費（①＋②） 22,333 0 2,974 3,103

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 南海トラフ地震等対策事業費
補助金

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

１

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 福祉安全

基本

（

施策 防災
施策体系

施策

平

の内容 防災体制の充実

成

目
　
　
　
的

　消防団の

３

消火活動用機材の充実

０

により、地

主
た
る
内
容

年

○組立式簡易水槽の配

度

備
域の防災力強化を図

評

る。

位
置
づ
け

関連計画

価

根拠法令

対象者 消防団

）

員 事業期間 ～

実施方法

刈

■直営　□委託　□指

谷

定管理　□補助・助成

市

　□その他

事務事業評価シー

Ｂ
　
事

ト

　
業
　
実
　
績

２８年度

（

実績 ２９年度実績 ３０

様

年度実績 ３１年度計画

式

・消防無線のデジタル

１

化に伴 　 ・組立式簡易

）

水槽の配備 ・組立式簡

会

易水槽の配備
　う車載

計

受令機の配備 　 　　　

名

　　　　　　7個分団

担

　　　　　　　　　7

当

個分団
・デジタル簡易

部

無線機の配備 　
・活動

生

服の購入 　
　　　――

活

―――――

　各分団に

安

組立式簡易水槽を配備

全

し、大規模災害への備

部

えを行うことができた

一

。

成果

課題

指標名称（

般

単位）
実績値 目標値

２

会

８年度 ２９年度 ３０年

計

度 ３１年度 ３年度

成果

消

災害に強いまちと思う

防

市民の割合　　（％）

団

56.8 ― 56.5 6

装

0.0 70.0
指標
成

備

果 事業進捗率 (％）

充

― ― 33.3 66.6

実

100.0
指標

他市と

事

の
比較検証

業
担当課 危機管理

Ｃ
　
事
　

課

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

款

千円
２８年度 ２９年度

項

３０年度 ３１年度 ３０

目

年度

（決算） （決算）

担

（決算） （予算） 事業

当

費内訳

事業費　① 20

係

,770 0 1,277

防

1,400 合計 1,2

災

76,884 円
備品

係

購入費 1,276,8

9

84 円

財
　
源

特定財

1

源 4,432 0 425

2

466

一般財源 16,



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　「消防団を中核

平

とした地域防災力の充

成

実強化に関する法
・法

３

的業務
高い

律」の成立

１

など法的にも社会的な

年

ニーズも消防団に対す

度

る
必要性 ・市民ニーズ

（

、社会需要 期待は高ま

平

っており、消防団への

成

装備を充実させる必要

３

が
・市民生活上必要で

０

ある　など ある。

　消

年

防団の装備を充実する

度

ことで、災害発生時に

評

各地域で
・コストの節

価

減、費用対効果
普通

迅

）

速に対応することがで

刈

きる。
効率性 ・執行体

谷

制の効率性
・手段の最

市

適性　など

　消防団は

事

市の組織であり、装備

務

品については市が配備

事

す
・市が主体となって

業

実施する
普通

る必要が

評

ある。
妥当性 　べき事

価

業であるか
・総合計画

シ

との整合性　など

　消

ー

防団は地域防災の要で

ト

あり、消防団の消防力

（

の強化が

施策への ・施

様

策への貢献度
普通

地域

式

防災力の強化に繋がる

２

。
・目標達成度

貢献度

）

・市民サービスへの効

会

果　など

今後の方向性

計

□拡充　■現状維持　

名

□改善・効率化　□縮

担

小　□終期設定　□休

当

止・廃止

　組立式簡易

部

水槽については、３年

生

計画で全分団に配備し

活

ているため、来年度も

安

継続して行う。

全部

一般

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

会

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

計

　
価
　
∨

消防団装備充実事業
担当課 危機管理課

款 項 目 担当係 防災係

9 1 2



2

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

１

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 福祉安全

基

（

本施策 防災
施策体系

施

平

策の内容 防災体制の充

成

実

目
　
　
　
的

　消防団

３

員の福利厚生を充実さ

０

せることによ

主
た
る
内

年

容

　空港ラウンジサー

度

ビスなどの特典を受け

評

る
り、消防団への加入

価

促進を図る。 ことがで

）

きる年会費無料のクレ

刈

ジットカード
を、消防

谷

団員が取得できる環境

市

を整備する。

位
置
づ
け

事

関連計画

根拠法令

対象

務

者 事業期間 ～

実施方法

事

□直営　□委託　□指

業

定管理　□補助・助成

評

　□その他

価シート （様式１

Ｂ
　
事

）

　
業
　
実
　
績

２８年度

会

実績 ２９年度実績 ３０

計

年度実績 ３１年度計画

名

　 　 消防団員用クレジ

担

ットカード 準中型免許

当

の取得費用の一部
　 　

部

作成 を補助
　 　 ※カー

生

ド会社が作成費用を負

活

　 　 担した。
　　　―

安

―――――― 　　　―

全

――――――

成果

課題

部

指標名称（単位）
実績

一

値 目標値

２８年度 ２９

般

年度 ３０年度 ３１年度

会

３年度

活動
指標
活動
指

計

標

他市との
比較検証

消防団員活動支援事

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

業

ト

単位：千円
２８年度

担

２９年度 ３０年度 ３１

当

年度 ３０年度

（決算）

課

（決算） （決算） （予

危

算） 事業費内訳

事業費

機

　① 0 0 0 750 合計

管

0 円

財
　
源

特定財源

理

0 0 0 0

一般財源 0 0

課

0 750

職員人件費　

款

② 0 0 540 1,93

項

5

総事業費（①＋②）

目

0 0 540 2,685

担

建
設
事
業

全体事業費（

当

単位：千円） 0 ３０年

係

度特定財源名称

３０年

防

度までの累積事業費 0

災

２年度以降の事業費見

係

込 0

9 1



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　消防団員の確

平

保が難しくなっている

成

中、団員の福利厚生
・

３

法的業務
普通

を充実さ

１

せることで、団員の確

年

保を図る必要がある。

度

必要性 ・市民ニーズ、

（

社会需要
・市民生活上

平

必要である　など

　ク

成

レジットカード会社の

３

制度を活用し、費用を

０

掛けずに
・コストの節

年

減、費用対効果
高い

行

度

うことができる。
効率

評

性 ・執行体制の効率性

価

・手段の最適性　など

）

　消防団は市の管轄で

刈

あるため、市が主体と

谷

なって行う必
・市が主

市

体となって実施する
高

事

い
要がある。

妥当性 　

務

べき事業であるか
・総

事

合計画との整合性　な

業

ど

　消防団は地域防災

評

の要であり、団員確保

価

の手段の１つと

施策へ

シ

の ・施策への貢献度
普

ー

通
して有効である。

・

ト

目標達成度
貢献度 ・市

（

民サービスへの効果　

様

など

今後の方向性 □拡

式

充　■現状維持　□改

２

善・効率化　□縮小　

）

□終期設定　□休止・

会

廃止

引き続き、継続し

計

ていく。

名 担当

Ｃ

部

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

生

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

活

∨

安全部

一般会計
消防団員活動支援事業

担当課 危機管理課

款 項 目 担当係 防災係

9 1 2



方の訓練を参観することができなかった。今後は会場の選定につ

いて検討する必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 総合防災訓練参加者（人） 850 ― 1,434 ― ―
指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,326 0 4,472 0 合計 4,471,864 円
需用費 45,184 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 4,345,650 円
使用料及び賃借料 81,030 円

一般財源 3,326 0 4,472 0

職員人件費　② 3,517 0 3,858 0

総事業費（①＋②） 6,843 0 8,330 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

３

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

１

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 福祉安全

基本施策 防

（

災
施策体系

施策の内容

平

防災意識の高揚

目
　
　

成

　
的

実働型の総合防災

３

訓練により、災害が発

０

生時

主
た
る
内
容

○実動

年

型総合防災訓練
の防災

度

関係機関の対応につい

評

て訓練を通じ確 　会場

価

　大手公園、住吉小学

）

校
認と検証を行い、住

刈

民の防災意識の高揚、

谷

防 　過去の実績
災体制

市

の確認と災害対応力の

事

向上を図る。 　　平成

務

17年度　風水害想定

事

　　平成19年度　地

業

震想定
　　平成22年

評

度　地震想定
　　平成

価

24年度　地震想定
　

シ

　平成26年度　災害

ー

時初動訓練
　　　　　

ト

　　（災害ボランティ

（

アセンタ　
　　　　　

様

　　　ー、避難所立ち

式

上げ訓練）

位
置
づ
け

関

１

連計画 刈谷市地域防災

）

計画

根拠法令 大規模地

会

震対策特別措置法第3

計

2条、災害対策基本法

名

第48条

対象者 市民 事

担

業期間 ～

実施方法 ■直

当

営　■委託　□指定管

部

理　□補助・助成　□

生

その他

活安全部

一般会計

Ｂ
　
事
　
業

防

　
実
　
績

２８年度実績

災

２９年度実績 ３０年度

訓

実績 ３１年度計画

市民

練

参加型総合防災訓練 　

事

展示型総合防災訓練 　

業

・訓練参加者　850

担

名 　 ・訓練参加者　3

当

14名 　
（一般市民、

課

市内自主防災会､　 （

危

自衛隊、警察、消防、

機

医師 　
市内中学生、防

管

災関係団体、 　 会等防

理

災関係機関） 　
医師会

課

、ボランティア団体等

款

　　　―――――――

項

・訓練参観者　1,1

目

20名 　　　――――

担

―――
）

　第１会場の

当

総合運動公園では、自

係

衛隊、消防、警察等の

防

防災関係機関が救助活

災

動等の災害対応訓練を

係

実施した。また、

成果

9

第２会場の小垣江小学

1

校では、医師会による

4

医療救護所開設訓練を実施した。

　第１会場と第２会場の距離があったため、参観者が両



理

動 防災リーダー養成講

係

座修了者累計(人) 3

9

36 416 490 55

1

9 697
指標 （県講座

4

の修了者33人含む）

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 193 334 358 380 合計 358,468 円
報償費 257,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 91,268 円
使用料及び賃借料 10,200 円

一般財源 193 334 358 380

職員人件費　② 3,908 4,420 4,591 4,605

総事業費（①＋②） 4,101 4,754 4,949 4,985

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ

１

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 福

（

祉安全

基本施策 防災
施

平

策体系
施策の内容 防災

成

意識の高揚

目
　
　
　
的

３

「自助」「互助」の精

０

神や防災意識の高揚を

年

主
た
る
内
容

防災リーダ

度

ー養成講座（4日間）

評

地域に広げるため、平

価

常時や災害発生時に自

）

　○防災リーダーの役

刈

割
主的な防災活動がで

谷

きる人材を育成する防

市

災 　○災害時要配慮者

事

について
リーダー養成

務

講座を開催し、地域の

事

防災力の 　○災害時の

業

心のケアについて
強化

評

を図る。 　○市の防災

価

対策について
　○家具

シ

転倒防止について
　○

ー

避難所運営ゲーム（Ｈ

ト

ＵＧ）
　○災害図上訓

（

練（ＤＩＧ）

位
置
づ
け

様

関連計画 刈谷市地域防

式

災計画

根拠法令

対象者

１

市民 事業期間 平成２４

）

年度 ～

実施方法 ■直営

会

　■委託　□指定管理

計

　□補助・助成　□そ

名

の他

担当部 生活安全部

Ｂ
　
事
　
業
　

一

実
　
績

２８年度実績 ２

般

９年度実績 ３０年度実

会

績 ３１年度計画

・防災

計

リーダー養成講座 ・防

地

災リーダー養成講座 ・

域

防災リーダー養成講座

防

・防災リーダー養成講

災

座
　　受講者　81人

リ

　　受講者　83人 　

ー

　受講者　78人 　　

ダ

受講者　69人
　　修

ー

了者　76人 　　修了

育

者　80人 　　修了者

成

　74人 　　修了者　

事

69人

　防災リーダー

業

を市内均等に育成する

担

ため、各地区から受講

当

者を推薦してもらい、

課

４日間の講座を開催し

危

た。受講者合計

成果
７

機

８人のうち、修了要件

管

である全講座の７割を

理

受講した７４人が修了

課

することができた。

　

款

修了者が長期間活動す

項

るための支援として実

目

施しているスキルアッ

担

プ及びフォローアップ

当

講座の内容の充実が望

係

まれる

。
課題

指標名称

危

（単位）
実績値 目標値

機

２８年度 ２９年度 ３０

管

年度 ３１年度 ３年度

活



委託料 16,043,500 円
備品購入費 213,840 円

一般財源 20,947 21,566 21,727 23,759

職員人件費　② 1,172 5,040 1,157 1,935

総事業費（①＋②） 22,119 26,606 22,884 25,694

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ

３

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

１

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

年

　
業
　
概
　
要

総合計画

度

分野 福祉安全

基本施策

（

防災
施策体系

施策の内

平

容 防災体制の充実

目
　

成

　
　
的

消防団員の士気

３

の高揚と団結力を高め

０

、消防

主
た
る
内
容

○消

年

防団活動服等消耗品の

度

購入
団活動の充実を図

評

る。 ○消防団訓練活動

価

の委託

位
置
づ
け

関連計

）

画  

根拠法令  

対象者

刈

消防団員 事業期間 ～

実

谷

施方法 ■直営　□委託

市

　□指定管理　□補助

事

・助成　□その他

務事業評価シート （

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

様

８年度実績 ２９年度実

式

績 ３０年度実績 ３１年

１

度計画

・消防団活動支

）

援 ・消防団活動支援 ・

会

消防団活動支援 ・消防

計

団活動支援
・消防団活

名

動服等購入 ・消防団活

担

動服等購入 ・消防団活

当

動服等購入 ・消防団活

部

動服等購入
・消防団訓

生

練活動委託 ・消防団訓

活

練活動委託 ・消防団訓

安

練活動委託 ・消防団訓

全

練活動委託

　消防団の

部

活動を支援し、団員の

一

活動服などを整備した

般

。

成果

　市民だよりや

会

成人式等での啓発活動

計

を行っているが、団員

消

数は徐々に減少してお

防

り、啓発活動や勧誘等

団

をより活発に行

う必要

運

がある。
課題

指標名称

営

（単位）
実績値 目標値

事

２８年度 ２９年度 ３０

業

年度 ３１年度 ３年度

 

担

指標
 

指標
 

他市との

当

比較検証

課 危機管理課

款 項

Ｃ
　
事
　
業

目

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

担

円
２８年度 ２９年度 ３

当

０年度 ３１年度 ３０年

係

度

（決算） （決算） （

防

決算） （予算） 事業費

災

内訳

事業費　① 20,

係

947 21,566 2

9

1,727 23,75

1

9 合計 21,727,

2

293 円
需用費 5,469,953 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,661 1,998 2,019 2,165 合計 2,018,836 円
需用費 1,539,272 円

財
　
源

特定財源 2 2 2 2 役務費 55,346 円
委託料 249,696 円

一般財源 1,659 1,996 2,017 2,163 使用料及び賃借料 174,522 円

職員人件費　② 1,172 1,861 2,700 2,709

総事業費（①＋②） 2,833 3,859 4,719 4,874

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 行政財産目的外使用料

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

１

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 福祉安全

基本施

（

策 防災
施策体系

施策の

平

内容 防災体制の充実

目

成

　
　
　
的

消防団詰所の

３

保守管理を行い、消防

０

団員が活

主
た
る
内
容

○

年

分団詰所電気・水道等

度

に関する費用
動しやす

評

い環境を整備する。 ○

価

分団詰所火災保険料
○

）

分団詰所浄化槽清掃に

刈

関する費用
○分団詰所

谷

処理委託に関する費用

市

○分団詰所下水道使用

事

料

位
置
づ
け

関連計画  

務

根拠法令  

対象者 消防

事

団員 事業期間 ～

実施方

業

法 ■直営　■委託　□

評

指定管理　□補助・助

価

成　□その他

シート （様式１）

Ｂ
　

会

事
　
業
　
実
　
績

２８年

計

度実績 ２９年度実績 ３

名

０年度実績 ３１年度計

担

画

・分団詰所光熱水費

当

・分団詰所光熱水費 ・

部

分団詰所光熱水費 ・分

生

団詰所光熱水費
・分団

活

詰所火災保険料 ・分団

安

詰所火災保険料 ・分団

全

詰所火災保険料 ・分団

部

詰所火災保険料
・分団

一

詰所浄化槽清掃 ・分団

般

詰所浄化槽清掃 ・分団

会

詰所浄化槽清掃 ・分団

計

詰所浄化槽清掃
・分団

分

詰所下水道使用料 ・分

団

団詰所下水道使用料 ・

詰

分団詰所下水道使用料

所

・分団詰所下水道使用

管

料

　分団詰所の保守管

理

理を適正に行った。

成

事

果

　電球を省電力のＬ

業

ＥＤに交換するなど、

担

節電を検討する必要が

当

ある。また、平成28

課

、29年度で木造の2

危

箇所を更新した

が、他

機

に築30年を経過した

管

分団詰所が4箇所ある

理

ことから、更新計画の

課

検討が必要である。
課

款

題

指標名称（単位）
実

項

績値 目標値

２８年度 ２

目

９年度 ３０年度 ３１年

担

度 ３年度

 
指標

 
指標

当

 
他市との
比較検証

係 防災係

9 1 2



３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,430 3,863 3,716 4,734 合計 3,716,430 円
需用費 2,550,267 円

財
　
源

特定財源 93 80 36 210 役務費 660,163 円
備品購入費 135,000 円

一般財源 3,337 3,783 3,680 4,524 公課費 371,000 円

職員人件費　② 1,172 1,163 1,929 1,935

総事業費（①＋②） 4,602 5,026 5,645 6,669

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 消防団加入促進事業費補助金
自動車事故共済保険金収入

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

１

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 福祉安全

基本施

（

策 防災
施策体系

施策の

平

内容 防災体制の充実

目

成

　
　
　
的

消防団ポンプ

３

自動車および資器材等

０

の維持管

主
た
る
内
容

○

年

ポンプ車消耗品に関す

度

る費用
理をし、消防団

評

の消防力の充実を目指

価

す。 ○ポンプ車燃料に

）

関する費用
○ポンプ車

刈

車検等修繕に関する費

谷

用
○ポンプ車点検手数

市

料
○ポンプ車保険料
○

事

ポンプ車重量税

位
置
づ

務

け

関連計画  

根拠法令

事

 

対象者 消防団員 事業

業

期間 ～

実施方法 ■直営

評

　■委託　□指定管理

価

　□補助・助成　□そ

シ

の他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　

計

実
　
績

２８年度実績 ２

名

９年度実績 ３０年度実

担

績 ３１年度計画

・ポン

当

プ車消耗品購入 ・ポン

部

プ車消耗品購入 ・ポン

生

プ車消耗品購入 ・ポン

活

プ車消耗品購入
・ポン

安

プ車燃料費 ・ポンプ車

全

燃料費 ・ポンプ車燃料

部

費 ・ポンプ車燃料費
・

一

ポンプ車車検等修繕料

般

・ポンプ車車検等修繕

会

料 ・ポンプ車車検等修

計

繕料 ・ポンプ車車検等

消

修繕料

　車検や法定点

防

検等を適切に実施し、

車

消防団が使用する消防

等

ポンプ車の安全な運行

管

ができた。また、定期

理

的に消防ポンプ

成果
車

事

の資器材を更新し、消

業

防団活動を適切に行う

担

ことができた。

　消防

当

団各分団に対して、消

課

防ポンプ車の安全な運

危

行や資器材の適切な使

機

用を継続して指導する

管

。

課題

指標名称（単位

理

）
実績値 目標値

２８年

課

度 ２９年度 ３０年度 ３

款

１年度 ３年度

 
指標

 

項

指標
 

他市との
比較検

目

証

担当係 防災係

9 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

2

ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度



今後の更新計画を適切に執行するとともに、保存期限等が過ぎる備蓄

品の処遇について検討する必要がある。また、購入してから相当の年数が経った資機材もあるので、更新等も検討する必
課題

要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

 
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,026 7,751 17,561 27,381 合計 17,560,810 円
需用費 16,452,309 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 1,335 役務費 124,595 円
委託料 974,814 円

一般財源 4,026 7,751 17,561 26,046 使用料及び賃借料 9,092 円

職員人件費　② 7,424 10,313 11,188 0

総事業費（①＋②） 11,450 18,064 28,749 27,381

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

１

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 福祉安全

基本施

（

策 防災
施策体系

施策の

平

内容 防災体制の充実

目

成

　
　
　
的

災害に備えて

３

、備蓄倉庫内の非常食

０

について

主
た
る
内
容

○

年

クラッカー・水・アル

度

ファ米等に関する費
計

評

画的に更新し、資器材

価

の管理等を行い、災 　

）

用
害発生時に市民の避

刈

難所等での生活を維持

谷

す ○備蓄倉庫電気料
る

市

。 ○備蓄倉庫修繕料
○

事

使用済み毛布洗濯料
○

務

浄水装置保守点検委託

事

料

位
置
づ
け

関連計画  

業

刈谷市地域防災計画

根

評

拠法令  

対象者 市民 事

価

業期間 ～

実施方法 ■直

シ

営　■委託　□指定管

ー

理　□補助・助成　□

ト

その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業

担

　
実
　
績

２８年度実績

当

２９年度実績 ３０年度

部

実績 ３１年度計画

・備

生

蓄品（水・クラッカー

活

・ ・備蓄品（水・クラ

安

ッカー・ ・備蓄品（水

全

・クラッカー・ ・備蓄

部

品（水・クラッカー・

一

アルファ米等）更新購

般

入 アルファ米等）更新

会

購入 アルファ米等）更

計

新購入 アルファ米等）

災

更新購入
・備蓄倉庫電

害

気料 ・備蓄倉庫電気料

対

・要配慮者（女性・乳

策

幼児） ・職員用備蓄品

管

購入
・浄水装置保守点

理

検 ・浄水装置保守点検

事

向け備蓄品購入 ・備蓄

業

倉庫電気料
・使用済み

担

毛布クリーニング ・使

当

用済み毛布クリーニン

課

グ ・備蓄倉庫電気料 ・

危

浄水装置保守点検
・保

機

存食等廃棄物運搬処理

管

・保存食等廃棄物運搬

理

処理 ・浄水装置保守点

課

検 ・使用済み毛布クリ

款

ーニング
・使用済み毛

項

布クリーニング ・保存

目

食等廃棄物運搬処理
・

担

保存食等廃棄物運搬処

当

理

　備蓄倉庫の備蓄品

係

（水・クラッカー・ア

防

ルファ米等）を計画的

災

に更新するとともに、

係

資機材の点検等を行い

9

、適切に管

成果
理する

1

ことができた。

　現在

4

、食料等の備蓄量を計画的に増やしており、



1,004,270 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 工事請負費 343,440 円

一般財源 4,558 0 1,348 0

職員人件費　② 1,172 0 1,929 0

総事業費（①＋②） 5,730 0 3,277 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

１

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 福祉安全

基本施

（

策 防災
施策体系

施策の

平

内容 防災体制の充実

目

成

　
　
　
的

不具合の発生

３

している消防団詰所の

０

シャッタ

主
た
る
内
容

○

年

詰所シャッターの修繕

度

ーの修繕、郵便受けの

評

設置、トイレの電気配

価

○郵便受けの設置
線工

）

事を行うことで、消防

刈

団の活動環境の向 〇ト

谷

イレのコンセント設置

市

上を図る。

位
置
づ
け

関

事

連計画

根拠法令

対象者

務

事業期間 ～

実施方法 □

事

直営　□委託　□指定

業

管理　□補助・助成　

評

□その他

価シート （様式１

Ｂ
　
事
　

）

業
　
実
　
績

２８年度実

会

績 ２９年度実績 ３０年

計

度実績 ３１年度計画

・

名

詰所シャッターのオー

担

バー 　 ・詰所シャッタ

当

ーの修繕 　
ホール 　 ・

部

郵便受けの設置 　
・詰

生

所トイレの改修 　 ・ト

活

イレのコンセント設置

安

　
　 　
　　　――――

全

――― 　　　――――

部

―――

　詰所のシャッ

一

ターの修繕、郵便受け

般

の設置、トイレのコン

会

セント設置を行うこと

計

で、消防団の活動環境

分

の向上を図るこ

成果
と

団

ができた。

　今後、女

詰

性団員の入団も増える

所

ことが予想されるため

改

、女性用のトイレや更

修

衣室の設置等について

事

検討していく必要が

あ

業

る。
課題

指標名称（単

担

位）
実績値 目標値

２８

当

年度 ２９年度 ３０年度

課

３１年度 ３年度

指標

指

危

標

他市との
比較検証

機管理課

款 項 目 担当

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

係

ト

単位：千円
２８年度

防

２９年度 ３０年度 ３１

災

年度 ３０年度

（決算）

係

（決算） （決算） （予

9

算） 事業費内訳

事業費

1

　① 4,558 0 1,

2

348 0 合計 1,347,710 円
需用費



当

,492 円

財
　
源

特

係

定財源 0 0 1,302

防

10 役務費 22,10

災

1 円
備品購入費 14

係

,267,910 円

9

一般財源 0 893 14

1

,608 773 負担金

4

、補助及び
交付金 537,640 円

職員人件費　② 0 2,326 2,006 1,393

総事業費（①＋②） 0 3,219 17,916 2,176

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 自動車事故保険金収入
防災事業費寄附金

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ

１

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

平

防災
施策体系

施策の内

成

容 災害に強いまちづく

３

り

目
　
　
　
的

全国の市

０

町村が、トイレトレー

年

ラーを所有す

主
た
る
内

度

容

○トイレトレーラー

評

の購入
ることにより、

価

災害発生時に被害の大

）

きな地 ○けん引車両の

刈

改造
域に集結すること

谷

で、トイレ問題を解消

市

する ○クラウドファン

事

ディングの返礼品の発

務

送
。 ○使用後の清掃費

事

用
○けん引免許取得費

業

用

位
置
づ
け

関連計画

根

評

拠法令

対象者 市民 事業

価

期間 平成３０年度 ～

実

シ

施方法 ■直営　□委託

ー

　□指定管理　□補助

ト

・助成　□その他

（様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

当

８年度実績 ２９年度実

部

績 ３０年度実績 ３１年

生

度計画

　 クラウドファ

活

ンディングの実 トイレ

安

トレーラーの購入 トイ

全

レトレーラーの維持管

部

理
　 施
　
　
　　　――

一

―――――

トイレトレ

般

ーラーを購入すること

会

に災害時のトイレ対策

計

を強化することができ

災

た。

成果

課題

指標名称

害

（単位）
実績値 目標値

派

２８年度 ２９年度 ３０

遣

年度 ３１年度 ３年度

活

ト

動
指標
活動
指標

近隣市

イ

で導入しているところ

レ

は無い。（現在、全国

ネ

で導入している自治体

ッ

は、静岡県富士市、西

ト

伊豆町と本
他市との 市

ワ

の３市である。）
比較

ー

検証

ク推進事業
担当課

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

危

　
ス
　
ト

単位：千円
２

機

８年度 ２９年度 ３０年

管

度 ３１年度 ３０年度

（

理

決算） （決算） （決算

課

） （予算） 事業費内訳

款

事業費　① 0 893 1

項

5,910 783 合計

目

15,910,143

担

 円
需用費 1,082



担

68

職員人件費　② 0

当

310 386 387

総

係

事業費（①＋②） 1,

防

295,687 1,2

災

45,416 1,29

係

1,885 1,374

9

,055

建
設
事
業

全体

1

事業費（単位：千円）

1

0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３１

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 計画推進

基本施

平

策 行政経営
施策体系

施

成

策の内容 広域行政・広

３

域連携の推進

目
　
　
　

０

的

衣浦5市の消防業務

年

を広域で行うことによ

度

り、

主
た
る
内
容

○衣浦

評

東部広域連合消防局の

価

共通経費分の分
業務の

）

効率化を図る。 　担金

刈

位
置
づ
け

関連計画  

根

谷

拠法令  

対象者 衣浦東

市

部広域連合 事業期間 平

事

成１５年度 ～

実施方法

務

□直営　□委託　□指

事

定管理　□補助・助成

業

　■その他

評価シート （様式

Ｂ
　
事

１

　
業
　
実
　
績

２８年度

）

実績 ２９年度実績 ３０

会

年度実績 ３１年度計画

計

衣浦東部広域連合分担

名

金 衣浦東部広域連合分

担

担金 衣浦東部広域連合

当

分担金 衣浦東部広域連

部

合分担金
（共通経費）

生

（共通経費） （共通経

活

費） （共通経費）

　消

安

防業務の広域化により

全

、業務の効率化及び火

部

災や救急出動の時間短

一

縮が図られた。

成果

課

般

題

指標名称（単位）
実

会

績値 目標値

２８年度 ２

計

９年度 ３０年度 ３１年

衣

度 ３年度

 
指標

 
指標

浦

 
他市との
比較検証

東部広域連合分担事

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

業

ト

単位：千円
２８年度

（

２９年度 ３０年度 ３１

共

年度 ３０年度

（決算）

通

（決算） （決算） （予

経

算） 事業費内訳

事業費

費

　① 1,295,68

）

7 1,245,106

担

1,291,499 1

当

,373,668 合計

課

1,291,498,

危

819 円
負担金、補

機

助及び

財
　
源

特定財源

管

0 0 0 0 交付金 1,2

理

91,498,819

課

 円

一般財源 1,29

款

5,687 1,245

項

,106 1,291,

目

499 1,373,6



担当

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

係

ス
　
ト

単位：千円
２８

防

年度 ２９年度 ３０年度

災

３１年度 ３０年度

（決

係

算） （決算） （決算）

9

（予算） 事業費内訳

事

1

業費　① 61,691

1

67,046 86,139 72,244 合計 86,139,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 86,139,000 円

一般財源 61,691 67,046 86,139 72,244

職員人件費　② 0 310 386 387

総事業費（①＋②） 61,691 67,356 86,525 72,631

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３１

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 計画推進

基本施

平

策 行政経営
施策体系

施

成

策の内容 広域行政・広

３

域連携の推進

目
　
　
　

０

的

衣浦5市の消防業務

年

を広域で行うことによ

度

り、

主
た
る
内
容

○衣浦

評

東部広域連合消防局の

価

常備消防にかか
業務の

）

効率化を図る。 　る単

刈

独経費（刈谷消防署管

谷

内）の分担金

位
置
づ
け

市

関連計画  

根拠法令  

事

対象者 市民 事業期間 平

務

成１５年度 ～

実施方法

事

□直営　□委託　□指

業

定管理　□補助・助成

評

　■その他

価シート （様式１

Ｂ
　
事

）

　
業
　
実
　
績

２８年度

会

実績 ２９年度実績 ３０

計

年度実績 ３１年度計画

名

衣浦東部広域連合分担

担

金 衣浦東部広域連合分

当

担金 衣浦東部広域連合

部

分担金 衣浦東部広域連

生

合分担金
(単独経費）

活

(単独経費） (単独経

安

費） (単独経費）
【平

全

成28年度】 【平成2

部

9年度】 【平成30年

一

度】 【平成31年度】

般

　・消火栓維持管理費

会

　・消火栓維持管理費

計

　・消火栓維持管理費

衣

　・消火栓維持管理費

浦

　　　　　　　　2,

東

720基 　　　　　　

部

　　2,733基 　　

広

　　　　　　2,74

域

9基 　　　　　　　　

連

2,758基
　・消火

合

栓設置　　 27基 　

分

・消火栓設置　　 4

担

0基 　・消火栓設置　

事

　 50基 　・消火栓

業

設置　　 40基
　・

（

防火水槽撤去　　1基

単

　消防業務の広域化に

独

より、業務の効率化及

経

び火災や救急出動の時

費

間短縮が図られた。

成

）

果

課題

指標名称（単位

担

）
実績値 目標値

２８年

当

度 ２９年度 ３０年度 ３

課

１年度 ３年度

 
指標

 

危

指標
 

他市との
比較検

機

証

管理課

款 項 目



担

定財源 5,066 7,

当

721 7,667 7,

係

493 交付金 46,6

防

65,800 円

一般

災

財源 32,268 30

係

,732 38,999

9

42,661

職員人件

1

費　② 0 310 386

2

387

総事業費（①＋②） 37,334 38,763 47,052 50,541

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 退職報償金収入

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３１

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 計画推進

基本施

平

策 行政経営
施策体系

施

成

策の内容 広域行政・広

３

域連携の推進

目
　
　
　

０

的

消防団員の報酬や活

年

動費等を負担し、消防

度

力

主
た
る
内
容

衣浦東部

評

広域連合消防局の非常

価

備消防分（消
の強化を

）

図る。 防団に係る費用

刈

）の分担金
　○消防団

谷

員報酬
　○消防団員退

市

職報償金
　○消防団員

事

出動手当て等に関する

務

費用

位
置
づ
け

関連計画

事

 

根拠法令  

対象者 消

業

防団員 事業期間 平成１

評

５年度 ～

実施方法 □直

価

営　□委託　□指定管

シ

理　□補助・助成　■

ー

その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業

名

　
実
　
績

２８年度実績

担

２９年度実績 ３０年度

当

実績 ３１年度計画

衣浦

部

東部広域連合分担金 衣

生

浦東部広域連合分担金

活

衣浦東部広域連合分担

安

金 衣浦東部広域連合分

全

担金
（単独経費） （単

部

独経費） （単独経費）

一

（単独経費）

　消防団

般

員の報酬や活動費等を

会

負担し、消防団の活動

計

に対し適切な報酬等の

衣

支給ができた。

成果

　

浦

団員数が減少している

東

ので、市や各分団等で

部

協力して団員募集を行

広

う必要がある。

課題

指

域

標名称（単位）
実績値

連

目標値

２８年度 ２９年

合

度 ３０年度 ３１年度 ３

分

年度

 
指標

 
指標

 
他

担

市との
比較検証

事業（単独経費）

Ｃ
　

担

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

当

位：千円
２８年度 ２９

課

年度 ３０年度 ３１年度

危

３０年度

（決算） （決

機

算） （決算） （予算）

管

事業費内訳

事業費　①

理

37,334 38,4

課

53 46,666 50

款

,154 合計 46,6

項

65,800 円
負担

目

金、補助及び

財
　
源

特


